
 

令和５年１２月１３日 

こども未来部保育課 

 

江東区保育費用徴収条例の一部を改正する条例 

 

１ 改正の理由 

保護者の負担の軽減を図る観点から保育料を改定するため、条例の一部を改正す

る。 

 

２ 改正の概要 

保育料について、約７％引き下げる。 

 
３ 施行期日 

令和６年４月１日から施行する。 

 

４ 新旧対照表 

２ページ以降を参照 
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江東区保育費用徴収条例 新旧対照表 

現行 改正案 

本則 （略） 本則 （略） 

別表第１（第３条関係） （別添１のとおり） 別表第１（第３条関係） （別添２のとおり） 

別表第２（第３条関係） （別添３のとおり） 別表第２（第３条関係） （別添４のとおり） 

別表第３（第３条関係） （別添５のとおり） 別表第３（第３条関係） （別添６のとおり） 

    附 則 

  この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表第１（第３条関係） 

満３歳未満保育認定子どもの属する世帯の階層区分 
徴収月額（児童単位） 

階層区分 定義 

Ａ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯（単給世帯

を含む。） 
０円

Ｂ Ａ階層の世帯を除く住民税非課税世帯 ０円

Ｃ１ Ａ階層の世帯を除く住民税均等割のみ課税世帯 ３，２００円

Ｃ２ Ａ階層の

世帯を除

く住民税

所得割の

額の区分

が次の区

分に該当

する世帯 

７，０００円未満 ３，７００円

Ｃ３ ７，０００円以上４８，６００円未満 ４，５００円

Ｄ１ ４８，６００円以上５２，５００円未満 ８，２００円

Ｄ２ ５２，５００円以上５５，０００円未満 １０，１００円

Ｄ３ ５５，０００円以上６０，０００円未満 １１，４００円

Ｄ４ ６０，０００円以上７５，０００円未満 １８，９００円

Ｄ５ ７５，０００円以上９７，０００円未満 ２３，４００円

Ｄ６ ９７，０００円以上１１５，０００円未満 ２６，３００円

Ｄ７ １１５，０００円以上１３０，０００円未満 ２８，９００円

Ｄ８ １３０，０００円以上１５０，０００円未満 ３１，２００円

Ｄ９ １５０，０００円以上１６９，０００円未満 ３３，７００円

Ｄ１０ １６９，０００円以上１８５，０００円未満 ３５，８００円

Ｄ１１ １８５，０００円以上２００，０００円未満 ３８，０００円

Ｄ１２ ２００，０００円以上２１５，０００円未満 ３９，９００円

Ｄ１３ ２１５，０００円以上２３０，０００円未満 ４２，０００円

Ｄ１４ ２３０，０００円以上２４５，０００円未満 ４３，７００円

Ｄ１５ ２４５，０００円以上２６０，０００円未満 ４５，６００円

Ｄ１６ ２６０，０００円以上２８０，０００円未満 ４７，２００円

Ｄ１７ ２８０，０００円以上３０１，０００円未満 ４９，１００円

Ｄ１８ ３０１，０００円以上３４０，０００円未満 ５３，２００円

Ｄ１９ ３４０，０００円以上３９７，０００円未満 ６０，０００円

Ｄ２０ ３９７，０００円以上４６０，０００円未満 ６５，９００円

Ｄ２１ ４６０，０００円以上５１０，０００円未満 ７０，５００円

Ｄ２２ ５１０，０００円以上５６０，０００円未満 ７４，０００円

Ｄ２３ ５６０，０００円以上６１０，０００円未満 ７７，７００円

Ｄ２４ ６１０，０００円以上８００，０００円未満 ８１，５００円

Ｄ２５  ８００，０００円以上１，１００，０００円未満 ８６，５００円

Ｄ２６  １，１００，０００円以上 ９１，５００円

備考 

１ この表において住民税とは、地方税法の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含

む。）をいう。 

２ この表において住民税均等割とは、地方税法第２９２条第１項第１号に規定する均等割をいい、住

民税所得割とは、同項第２号に規定する所得割をいう。 

３ この表における住民税所得割の税額を算出するための計算方法は、規則で定める。 

４ この表において保育料を算出する場合における住民税は、４月分から８月分までの保育料にあって

は前年度分とし、９月分から翌年３月分までの保育料にあっては当該年度分とする。 

５ この表の規定にかかわらず、児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により、里親又は小規模住居

型児童養育事業を行う者（以下「ファミリーホーム」という。）に委託されている児童に係る保育料

は、免除する。 
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別表第１（第３条関係） 

満３歳未満保育認定子どもの属する世帯の階層区分 徴収月額 

（児童単位） 階層区分 定義 

Ａ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯（単給世帯

を含む。） 
０円

Ｂ Ａ階層の世帯を除く住民税非課税世帯 ０円

Ｃ１ Ａ階層の世帯を除く住民税均等割のみ課税世帯 ２，９００円

Ｃ２ Ａ階層の

世帯を除

く住民税

所得割の

額の区分

が次の区

分に該当

する世帯 

７，０００円未満 ３，４００円

Ｃ３ ７，０００円以上４８，６００円未満 ４，１００円

Ｄ１ ４８，６００円以上５２，５００円未満 ７，６００円

Ｄ２ ５２，５００円以上５５，０００円未満 ９，３００円

Ｄ３ ５５，０００円以上６０，０００円未満 １０，６００円

Ｄ４ ６０，０００円以上７５，０００円未満 １７，５００円

Ｄ５ ７５，０００円以上９７，０００円未満 ２１，７００円

Ｄ６ ９７，０００円以上１１５，０００円未満 ２４，４００円

Ｄ７ １１５，０００円以上１３０，０００円未満 ２６，８００円

Ｄ８ １３０，０００円以上１５０，０００円未満 ２９，０００円

Ｄ９ １５０，０００円以上１６９，０００円未満 ３１，３００円

Ｄ１０ １６９，０００円以上１８５，０００円未満 ３３，２００円

Ｄ１１ １８５，０００円以上２００，０００円未満 ３５，３００円

Ｄ１２ ２００，０００円以上２１５，０００円未満 ３７，１００円

Ｄ１３ ２１５，０００円以上２３０，０００円未満 ３９，０００円

Ｄ１４ ２３０，０００円以上２４５，０００円未満 ４０，６００円

Ｄ１５ ２４５，０００円以上２６０，０００円未満 ４２，４００円

Ｄ１６ ２６０，０００円以上２８０，０００円未満 ４３，８００円

Ｄ１７ ２８０，０００円以上３０１，０００円未満 ４５，６００円

Ｄ１８ ３０１，０００円以上３４０，０００円未満 ４９，４００円

Ｄ１９ ３４０，０００円以上３９７，０００円未満 ５５，８００円

Ｄ２０ ３９７，０００円以上４６０，０００円未満 ６１，２００円

Ｄ２１ ４６０，０００円以上５１０，０００円未満 ６５，５００円

Ｄ２２ ５１０，０００円以上５６０，０００円未満 ６８，８００円

Ｄ２３ ５６０，０００円以上６１０，０００円未満 ７２，２００円

Ｄ２４ ６１０，０００円以上８００，０００円未満 ７５，７００円

Ｄ２５  ８００，０００円以上１，１００，０００円未満 ８０，４００円

Ｄ２６  １，１００，０００円以上 ８５，０００円

備考 

１ この表において住民税とは、地方税法の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含

む。）をいう。 

２ この表において住民税均等割とは、地方税法第２９２条第１項第１号に規定する均等割をいい、住

民税所得割とは、同項第２号に規定する所得割をいう。 

３ この表における住民税所得割の税額を算出するための計算方法は、規則で定める。 

４ この表において保育料を算出する場合における住民税は、４月分から８月分までの保育料にあって

は前年度分とし、９月分から翌年３月分までの保育料にあっては当該年度分とする。 

５ この表の規定にかかわらず、児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により、里親又は小規模住居

型児童養育事業を行う者（以下「ファミリーホーム」という。）に委託されている児童に係る保育料

は、免除する。 
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標準時間保育料（改正後） 別添２



別表第２（第３条関係） 

満３歳未満保育認定子どもの属する世帯の階層区分 
徴収月額（児童単位） 

階層区分 定義 

Ａ 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。） ０円

Ｂ Ａ階層の世帯を除く住民税非課税世帯 ０円

Ｃ１ Ａ階層の世帯を除く住民税均等割のみ課税世帯 ３，１００円

Ｃ２ Ａ階層の

世帯を除

く住民税

所得割の

額の区分

が次の区

分に該当

する世帯 

７，０００円未満 ３，６００円

Ｃ３ ７，０００円以上４８，６００円未満 ４，４００円

Ｄ１ ４８，６００円以上５２，５００円未満 ８，０００円

Ｄ２ ５２，５００円以上５５，０００円未満 ９，９００円

Ｄ３ ５５，０００円以上６０，０００円未満 １１，２００円

Ｄ４ ６０，０００円以上７５，０００円未満 １８，４００円

Ｄ５ ７５，０００円以上９７，０００円未満 ２２，９００円

Ｄ６ ９７，０００円以上１１５，０００円未満 ２５，８００円

Ｄ７ １１５，０００円以上１３０，０００円未満 ２８，４００円

Ｄ８ １３０，０００円以上１５０，０００円未満 ３０，６００円

Ｄ９ １５０，０００円以上１６９，０００円未満 ３３，０００円

Ｄ１０ １６９，０００円以上１８５，０００円未満 ３５，１００円

Ｄ１１ １８５，０００円以上２００，０００円未満 ３７，２００円

Ｄ１２ ２００，０００円以上２１５，０００円未満 ３９，１００円

Ｄ１３ ２１５，０００円以上２３０，０００円未満 ４１，２００円

Ｄ１４ ２３０，０００円以上２４５，０００円未満 ４２，９００円

Ｄ１５ ２４５，０００円以上２６０，０００円未満 ４４，８００円

Ｄ１６ ２６０，０００円以上２８０，０００円未満 ４６，４００円

Ｄ１７ ２８０，０００円以上３０１，０００円未満 ４８，３００円

Ｄ１８ ３０１，０００円以上３４０，０００円未満 ５２，２００円

Ｄ１９ ３４０，０００円以上３９７，０００円未満 ５９，０００円

Ｄ２０ ３９７，０００円以上４６０，０００円未満 ６４，７００円

Ｄ２１ ４６０，０００円以上５１０，０００円未満 ６９，３００円

Ｄ２２ ５１０，０００円以上５６０，０００円未満 ７２，７００円

Ｄ２３ ５６０，０００円以上６１０，０００円未満 ７６，３００円

Ｄ２４ ６１０，０００円以上８００，０００円未満 ８０，１００円

Ｄ２５  ８００，０００円以上１，１００，０００円未満 ８５，１００円

Ｄ２６  １，１００，０００円以上 ９０，１００円

備考 

１ この表において住民税とは、地方税法の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含

む。）をいう。 

２ この表において住民税均等割とは、地方税法第２９２条第１項第１号に規定する均等割をいい、住

民税所得割とは、同項第２号に規定する所得割をいう。 

３ この表における住民税所得割の税額を算出するための計算方法は、規則で定める。 

４ この表において保育料を算出する場合における住民税は、４月分から８月分までの保育料にあって

は前年度分とし、９月分から翌年３月分までの保育料にあっては当該年度分とする。 

５ この表の規定にかかわらず、児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により、里親又はファミリー

ホームに委託されている児童に係る保育料は、免除する。 

5

短時間保育料（改正前） 別添３



別表第２（第３条関係） 

満３歳未満保育認定子どもの属する世帯の階層区分 徴収月額 

（児童単位） 階層区分 定義 

Ａ 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。） ０円

Ｂ Ａ階層の世帯を除く住民税非課税世帯 ０円

Ｃ１ Ａ階層の世帯を除く住民税均等割のみ課税世帯 ２，８００円

Ｃ２ Ａ階層の

世帯を除

く住民税

所得割の

額の区分

が次の区

分に該当

する世帯 

７，０００円未満 ３，３００円

Ｃ３ ７，０００円以上４８，６００円未満 ４，０００円

Ｄ１ ４８，６００円以上５２，５００円未満 ７，４００円

Ｄ２ ５２，５００円以上５５，０００円未満 ９，２００円

Ｄ３ ５５，０００円以上６０，０００円未満 １０，４００円

Ｄ４ ６０，０００円以上７５，０００円未満 １７，１００円

Ｄ５ ７５，０００円以上９７，０００円未満 ２１，２００円

Ｄ６ ９７，０００円以上１１５，０００円未満 ２３，９００円

Ｄ７ １１５，０００円以上１３０，０００円未満 ２６，４００円

Ｄ８ １３０，０００円以上１５０，０００円未満 ２８，４００円

Ｄ９ １５０，０００円以上１６９，０００円未満 ３０，６００円

Ｄ１０ １６９，０００円以上１８５，０００円未満 ３２，６００円

Ｄ１１ １８５，０００円以上２００，０００円未満 ３４，５００円

Ｄ１２ ２００，０００円以上２１５，０００円未満 ３６，３００円

Ｄ１３ ２１５，０００円以上２３０，０００円未満 ３８，３００円

Ｄ１４ ２３０，０００円以上２４５，０００円未満 ３９，８００円

Ｄ１５ ２４５，０００円以上２６０，０００円未満 ４１，６００円

Ｄ１６ ２６０，０００円以上２８０，０００円未満 ４３，１００円

Ｄ１７ ２８０，０００円以上３０１，０００円未満 ４４，９００円

Ｄ１８ ３０１，０００円以上３４０，０００円未満 ４８，５００円

Ｄ１９ ３４０，０００円以上３９７，０００円未満 ５４，８００円

Ｄ２０ ３９７，０００円以上４６０，０００円未満 ６０，１００円

Ｄ２１ ４６０，０００円以上５１０，０００円未満 ６４，４００円

Ｄ２２ ５１０，０００円以上５６０，０００円未満 ６７，６００円

Ｄ２３ ５６０，０００円以上６１０，０００円未満 ７０，９００円

Ｄ２４ ６１０，０００円以上８００，０００円未満 ７４，４００円

Ｄ２５  ８００，０００円以上１，１００，０００円未満 ７９，１００円

Ｄ２６  １，１００，０００円以上 ８３，７００円

備考 

１ この表において住民税とは、地方税法の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含

む。）をいう。 

２ この表において住民税均等割とは、地方税法第２９２条第１項第１号に規定する均等割をいい、住

民税所得割とは、同項第２号に規定する所得割をいう。 

３ この表における住民税所得割の税額を算出するための計算方法は、規則で定める。 

４ この表において保育料を算出する場合における住民税は、４月分から８月分までの保育料にあって

は前年度分とし、９月分から翌年３月分までの保育料にあっては当該年度分とする。 

５ この表の規定にかかわらず、児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により、里親又はファミリー

ホームに委託されている児童に係る保育料は、免除する。 
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別表第３（第３条関係） 

児童の属する世帯の階層区分 徴収月額（児童単位） 

階層区分 定義 ３歳未満児 ３歳児 ４歳以上児 

Ａ 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。） ０円 ０円 ０円

Ｂ Ａ階層の世帯を除く住民税非課

税世帯 
ひとり親等の世帯 ０円 ０円 ０円

ひとり親等の世帯以

外の世帯 
２００円 ２００円 ２００円

Ｃ１ Ａ階層の世帯を除く住民税均等割のみ課税世帯 ７００円 ７００円 ７００円

Ｃ２ Ａ階層の

世帯を除

く住民税

所得割の

額の区分

が次の区

分に該当

する世帯 

７，０００円未満 

Ｃ３ ７，０００円以上４８，６００円未満 

Ｄ１ ４８，６００円以上５２，５００円未満 １，０００円１，０００円１，０００円

Ｄ２ ５２，５００円以上５５，０００円未満 

Ｄ３ ５５，０００円以上６０，０００円未満 

Ｄ４ ６０，０００円以上７５，０００円未満 １，８００円１，６００円１，６００円

Ｄ５ ７５，０００円以上９７，０００円未満 ２，３００円

Ｄ６ ９７，０００円以上１１５，０００円未満 ２，６００円

Ｄ７ １１５，０００円以上１３０，０００円未満 ２，８００円１，８００円１，８００円

Ｄ８ １３０，０００円以上１５０，０００円未満 ３，１００円１，９００円１，９００円

Ｄ９ １５０，０００円以上１６９，０００円未満 ３，３００円２，２００円２，２００円

Ｄ１０ １６９，０００円以上１８５，０００円未満 ３，５００円２，３００円

Ｄ１１ １８５，０００円以上２００，０００円未満 ３，８００円２，５００円

Ｄ１２ ２００，０００円以上２１５，０００円未満 ３，９００円２，６００円

Ｄ１３ ２１５，０００円以上２３０，０００円未満 ４，２００円２，７００円

Ｄ１４ ２３０，０００円以上２４５，０００円未満 ４，３００円

Ｄ１５ ２４５，０００円以上２６０，０００円未満 ４，５００円

Ｄ１６ ２６０，０００円以上２８０，０００円未満 ４，７００円

Ｄ１７ ２８０，０００円以上３０１，０００円未満 ４，９００円

Ｄ１８ ３０１，０００円以上３４０，０００円未満 ５，３００円

Ｄ１９ ３４０，０００円以上３９７，０００円未満 ６，０００円

Ｄ２０ ３９７，０００円以上４６０，０００円未満 ６，５００円

Ｄ２１ ４６０，０００円以上５１０，０００円未満 ７，０００円

Ｄ２２ ５１０，０００円以上５６０，０００円未満 ７，４００円２，８００円２，３００円

Ｄ２３ ５６０，０００円以上６１０，０００円未満 ７，７００円

Ｄ２４ ６１０，０００円以上８００，０００円未満 ８，１００円

Ｄ２５ ８００，０００円以上１，１００，０００円

未満 

８，６００円

Ｄ２６ １，１００，０００円以上 ９，１００円

備考 

１ この表における年齢は、保育所における保育を行った日の属する年度の初日の前日における児童の

満年齢による。 

２ この表においてひとり親等の世帯とは、次の各号のいずれかに該当する世帯をいう。 

(1) 母子世帯等（母子及び父子並びに寡婦福祉法第１７条に規定する配偶者のない者で現に児童を扶

養しているものの世帯をいう。） 

(2) 在宅障害児（者）のいる世帯（次のアからオまでのいずれかに該当する者を有する世帯をいう。） 
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ア 身体障害者福祉法第１５条第４項に規定する身体障害者手帳を交付されている者 

イ 東京都が知的障害者に発行する手帳（東京都愛の手帳交付要綱に規定する愛の手帳をいう。）

又は道府県が知的障害者に発行する手帳（療育手帳制度要綱に規定する療育手帳をいう。）を交

付されている者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項に規定する精神障害者保健福祉手帳

を交付されている者 

エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律第３条に規定する特別児童扶養手当の支給対象児童 

オ 国民年金法に定める障害基礎年金等の受給者 

３ この表において住民税とは、地方税法の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含

む。）をいう。 

４ この表において住民税均等割とは、地方税法第２９２条第１項第１号に規定する均等割をいい、住

民税所得割とは、同項第２号に規定する所得割をいう。 

５ この表における住民税所得割の税額を算出するための計算方法は、規則で定める。 

６ この表において保育料を算出する場合における住民税は、４月分から８月分までの保育料にあって

は前年度分とし、９月分から翌年３月分までの保育料にあっては当該年度分とする。 

７ この表の規定にかかわらず、児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により、里親又はファミリー

ホームに委託されている児童に係る保育料は、免除する。 
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別表第３（第３条関係） 

児童の属する世帯の階層区分 徴収月額（児童単位） 

階層区分 定義 ３歳未満児 ３歳児 ４歳以上児 

Ａ 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。） ０円 ０円 ０円

Ｂ Ａ階層の世帯を除く住民税非課

税世帯 
ひとり親等の世帯 ０円 ０円 ０円

ひとり親等の世帯以

外の世帯 
２００円 ２００円 ２００円

Ｃ１ Ａ階層の世帯を除く住民税均等割のみ課税世帯 ７００円 ７００円 ７００円

Ｃ２ Ａ階層の

世帯を除

く住民税

所得割の

額の区分

が次の区

分に該当

する世帯 

７，０００円未満 

Ｃ３ ７，０００円以上４８，６００円未満 

Ｄ１ ４８，６００円以上５２，５００円未満 １，０００円１，０００円１，０００円

Ｄ２ ５２，５００円以上５５，０００円未満 

Ｄ３ ５５，０００円以上６０，０００円未満 

Ｄ４ ６０，０００円以上７５，０００円未満 １，７００円１，４００円１，４００円

Ｄ５ ７５，０００円以上９７，０００円未満 ２，１００円

Ｄ６ ９７，０００円以上１１５，０００円未満 ２，４００円

Ｄ７ １１５，０００円以上１３０，０００円未満 ２，６００円１，６００円１，６００円

Ｄ８ １３０，０００円以上１５０，０００円未満 ２，９００円１，７００円１，７００円

Ｄ９ １５０，０００円以上１６９，０００円未満 ３，１００円２，０００円２，０００円

Ｄ１０ １６９，０００円以上１８５，０００円未満 ３，３００円２，１００円

Ｄ１１ １８５，０００円以上２００，０００円未満 ３，５００円２，３００円

Ｄ１２ ２００，０００円以上２１５，０００円未満 ３，７００円２，４００円

Ｄ１３ ２１５，０００円以上２３０，０００円未満 ３，９００円２，５００円

Ｄ１４ ２３０，０００円以上２４５，０００円未満 ４，０００円

Ｄ１５ ２４５，０００円以上２６０，０００円未満 ４，２００円

Ｄ１６ ２６０，０００円以上２８０，０００円未満 ４，３００円

Ｄ１７ ２８０，０００円以上３０１，０００円未満 ４，５００円

Ｄ１８ ３０１，０００円以上３４０，０００円未満 ４，９００円

Ｄ１９ ３４０，０００円以上３９７，０００円未満 ５，５００円

Ｄ２０ ３９７，０００円以上４６０，０００円未満 ６，１００円

Ｄ２１ ４６０，０００円以上５１０，０００円未満 ６，５００円

Ｄ２２ ５１０，０００円以上５６０，０００円未満 ６，８００円２，６００円２，１００円

Ｄ２３ ５６０，０００円以上６１０，０００円未満 ７，２００円

Ｄ２４ ６１０，０００円以上８００，０００円未満 ７，５００円

Ｄ２５ ８００，０００円以上１，１００，０００円

未満 

８，０００円

Ｄ２６ １，１００，０００円以上 ８，５００円

備考 

１ この表における年齢は、保育所における保育を行った日の属する年度の初日の前日における児童の

満年齢による。 

２ この表においてひとり親等の世帯とは、次の各号のいずれかに該当する世帯をいう。 

(1) 母子世帯等（母子及び父子並びに寡婦福祉法第１７条及び第３１条の７に規定する配偶者のない

者で現に児童を扶養しているものの世帯をいう。） 

(2) 在宅障害児（者）のいる世帯（次のアからオまでのいずれかに該当する者を有する世帯をいう。） 
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ア 身体障害者福祉法第１５条第４項に規定する身体障害者手帳を交付されている者 

イ 東京都が知的障害者に発行する手帳（東京都愛の手帳交付要綱に規定する愛の手帳をいう。）

又は道府県が知的障害者に発行する手帳（療育手帳制度要綱に規定する療育手帳をいう。）を交

付されている者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項に規定する精神障害者保健福祉手帳

を交付されている者 

エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律第３条に規定する特別児童扶養手当の支給対象児童 

オ 国民年金法に定める障害基礎年金等の受給者 

３ この表において住民税とは、地方税法の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含

む。）をいう。 

４ この表において住民税均等割とは、地方税法第２９２条第１項第１号に規定する均等割をいい、住

民税所得割とは、同項第２号に規定する所得割をいう。 

５ この表における住民税所得割の税額を算出するための計算方法は、規則で定める。 

６ この表において保育料を算出する場合における住民税は、４月分から８月分までの保育料にあって

は前年度分とし、９月分から翌年３月分までの保育料にあっては当該年度分とする。 

７ この表の規定にかかわらず、児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により、里親又はファミリー

ホームに委託されている児童に係る保育料は、免除する。 
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